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能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標１　地域における安定したしごとの創出】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

1
再生可能エネル
ギー導入促進事
業

拡大 28

２８年度は、事業者及び市民の方々等を対象
とした「洋上風力勉強会」や「グローバルウ
インドデイin能代」の事業規模拡大や内容
充実を図ったほか、「次世代エネルギー
パークバスツアー」を実施した。
また、市が出資している風の松原風力発電
所が１２月に運転を開始し、さらに日立パ
ワーソリューションズ株式会社による能代
サービスセンタが１１月に設立された。
今後も再生可能エネルギー関連産業への地
元企業参入や雇用の創出が図られるよう検
討していく。

2
関連分野の人材
養成

新規 28

２８年度からエネルギー産業に関する講義や
現地見学などを行うエネルギー産業次世代人
材育成事業を実施している。火力発電所の建
設や再生可能エネルギーの導入が進んでいる
ことを踏まえ、これらの産業に対する理解を深
めることで、将来の進路を考える上での選択肢
としてもらい、地元への定着につなげる。
火力発電関連は、２８年度３回、２９年度２回
（２９年９月末現在）、再生可能エネルギー関連
は２８年度２回、２９年度２回（２９年９月末現
在）実施。

3
エネルギー関連
産業創出可能性
調査事業

新規 28

能代市次世代エネルギー研究会を開催しなが
ら、関連団体との連携を深め、どのような産業
が創出できるのか、方向性や可能性について
研究していく。

4
水素エネルギー
等の研究・支援

新規 28

能代市次世代エネルギー研究会「水素エネル
ギー研究部会」を設置し、次世代のエネルギー
として注目されている水素エネルギーについ
て、市として、その可能性や課題について研究
するとともに、産業振興につなげるための方向
性について検討していく。

5
水素エネルギー
等に関するシンポ
ジウムの開催等

新規 28

水素エネルギーに関する庁内勉強会を踏ま
え、水素エネルギー等に関するシンポジウムを
開催。

6 企業開発事業 拡大 28

工場等省エネルギー設備導入事業費補助金、
工場等改修事業費補助金の創設。

（５）
新設、増設
企業数

7
中小企業融資
あっせん等事業

拡大 28
利子補給の対象期間を平成３１年度末の融資
実行日まで延長。

8
商工会議所等補
助事業

拡大 28

能代商工会議所補助金交付。（事業承継にか
かる相談体制強化支援のため前年比１，５００
千円増額）

（２）
再生可能エ
ネルギー自
給率

（３）
風力発電に
よる導入量

（４）
戦略期間内
での研究会
等の設置

（７）
中小企業融
資あっせん
制度利用件
数
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能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標１　地域における安定したしごとの創出】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

9
地域雇用総合対
策事業

拡大 28

・市内企業ＰＲを実施。（冊子、チラシ、広報、
ホームページによるＰＲ）
・企業見学バスツアーを実施。（２８年度３回、
２９年度２回（２９年９月末現在））
・企業・業種ガイダンスを実施。（２９年２月、高
校生２５０人、企業２８社参加）

（１１）
新規学校卒
業者就職率
（能代山本）

10
売れる米づくり支
援事業

拡大 28

平成２６年６月から、高付加価値米の生産・販
売に取り組む農業者を支援するため、水稲用
機械導入費や土壌改良資材費の助成事業を
実施している。
平成２８年度からは、県立大学や農家の協力
で、二ツ井特産の天然ゼオライトの活用実証
事業を行っている。
農業指導情報で事業の周知を行っている。

（１３）
３０ａ以上区
画のほ場整
備率

（１４）
一等米比率

（１５）
食味値

11
農産物直売所等
活性化事業

新規 28

農産物直売所の活性化には、現在既に直売
活動を行っている各団体の資質向上が必要で
あり、旧二ツ井町の農産物直売所を含め市内
各団体に向けて組織強化と生産技術向上、直
売所独自の特産品・加工品開発のためアドバ
イザーによる支援を行う。

（１７）
農産物直売
所の売上げ

12
農業経営力向上
支援事業

新規 28

平成２９年に下田平地区で新たに設立された
農業法人１経営体及び今後設立予定の鬼神
地区の１経営体を対象に、設立に伴う経費に
対し定額４０万円の助成を行い、地域の担い
手となる経営体の育成・確保を支援し更なる経
営力向上を図っていく。

（１９）
農業経営法
人数

13
地場産材ＰＲ支援
事業

拡大 27

県では、東京を会場とした従来の展示会に加
え、平成２７年度から埼玉・千葉の木材市場を
借りた秋田材展示会を開催している。市では、
同年度補正予算で支援対象に追加した。この
秋田材展示会に参加する市内事業者も多く、
これにより新たな地元産材の商談機会が創出
されている。

（２１）
木材製品出
荷額

14
木のまちづくり推
進事業

拡大 27

地場産材需要拡大を目的に住宅の新築、増改
築等に伴う秋田スギ内外装材使用に対する補
助を行っている。より一層の需要拡大を図るた
め、平成２７年度からは、内装・外装材の併用
を可能とするとともに、地元紙への広告掲載を
行っている。平成２７年度利用件数は５３件と、
前年の２９件を上回ったが、平成２８年度は４０
件となっている。

（２５）
木のまちづく
り推進事業
利用件数
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No 事業名 区分
実施
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年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

15
地域森林資源活
用モデル支援事
業

新規 28

地域の森林施業に意欲がある団体等に対し
て、市で所有する林業用運搬車の貸し出し制
度を平成２８年度から開始。初年度は１０回の
貸し出しがあった。地域の森林整備が進み、
林業振興が図られる。

16
ふるさと納税推進
事業

拡大 28

平成２７年度から寄附者に対する地元産品等
の返礼を開始し、事業の周知を図るため、先
行型交付金を活用してふるさと納税用の特産
品カタログを作成。
平成２８年度は、より多くの地元産品等をＰＲ
し、本市の認知度向上やイメージアップにつな
げるため、寄附できる金額の区分をそれまで
の３区分から７区分へ細分化し、提供できる品
数・種類の充実を図った。

17
シティセールス推
進事業

新規 28

市の魅力を市内外に効果的・効率的に情報発
信することにより、まちづくりに必要な資源を呼
び込み市の活性化を図るため各種方策を実
施。

平成２８年度
・能代市周知啓発番組制作放送業務を秋田テ
レビへ委託し、旅番組「わがまま！気まま！旅
気分」を市内において収録。
（放送日）
　ＢＳフジ　　　９月１０日（土）午前７時～
　秋田テレビ　９月１７日（土）午後３時３０分～
・市公式ホームページをスマートフォン対応に
改修。
・ＡＲマーカー付フリーペーパー「わのしろ。」を
発行。

平成２９年度
・地域情報等を掲載した市民便利帳を発行予
定。
・シティプロモーション自治体等連絡協議会の
情報交換会に出席したり、先進自治体を訪問
するなどの情報収集。

18
滞在型観光推進
事業

拡大 28

おもてなし力向上を図るため、でらっとのしろ観
光キャンペーン実行委員会補助金を増額。
能代市スポーツ・文化合宿補助金について
は、認知され申請件数が増えたことから増額。

19

広域観光推進事
業
（旧 五能線沿線
観光推進事業）

拡大 28

五能線全線開通８０周年記念事業行い、ハン
ドブック作成や五能線フォトコンテストを実施。
平成２９年度は、リゾートしらかみ２０周年協賛
イベント事業などを実施している。

（２６）
能代市の観
光・物産・宿
泊・交通情
報に関係す
るホーム
ページへの
アクセス数
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No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

20
地域おこし協力
隊事業

拡大 28

平成２８年５月より、新たに地域おこし協力隊１
名を委嘱し、協力隊ＨＰの開設や、秋田ＮＨと
連携した企画、能代工業５０周年記念事業等
を実施した。このほか、秋田ケーブルテレビで
の番組放送やフリーペーパーでの連携など、
情報発信、ＰＲ活動を継続的に実施している。
また、平成２９年３月で１名が退任しており、新
たな協力隊の採用に向け、求人情報サイト等
を活用し、募集を行っているが採用に至ってい
ない。

21
地域資源活用可
能性調査事業

新規 28

地域資源を基礎データとして整理し、各種計画
や施策等に活用を図っていくことを目的として
実施している。地域資源の掘り起こしは、市や
市民で行い、その後の分析・評価、活用方策
案の提示を行う事業者はプロポーザル方式に
より決定した。年度内に「地域資源活用可能性
調査票」を作成する。

22

観光協会支援事
業
(旧 行事観光支
援事業）

拡大 28

能代観光協会の体制強化のため補助金を増
額。二ツ井町観光協会運営費補助金、事務費
補助金を増額。

（２７）
豊かな自然
や特色ある
郷土料理な
ど、他に誇れ
る観光資源
があると思う
市民の割合

（２８）
滞在人口率
の県内順位
（休日）
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能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標２　少子化対策】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

23
少子化対策市民
周知事業

新規 28

少子化の現状と今後の見通しを分かりやすく
解説するとともに、市の取組や民間の活動な
どを紹介し、市民が自ら考え、取り組むことが
できるヒントやきっかけづくりに資することを目
的として広報のしろに少子化対策に関する特
集記事を掲載予定。（２８年度は３回を予定）

（３２）
子どもを生
み、育てや
すいと感じる
市民の割合

24
不妊治療費助成
事業

拡大 28

平成２８年度から一般不妊治療の期間制限を
廃止し、助成上限額を１０万円から１５万円に
引き上げた。申請について、広報や市ホーム
ページ、地元新聞掲載、市内の産婦人科にも
周知している。申請が集中する年度末（２～３
月）に再度広報に掲載予定。

（３５）
不妊治療費
助成制度利
用件数

25
子育て世代包括
支援センター事業

新規 30

平成３０年度中の開設を目指し、関係課で協
議中。

（３２）
子どもを生
み、育てや
すいと感じる
市民の割合

26
子どもの福祉医
療費

拡大 28

平成２８年８月から、子どもの福祉医療費の助
成対象を小学生までから、中学生までに拡
大。所得制限により県の助成対象とならない０
歳児から中学生までの子どもについても市単
独で助成を行っている。
受給者数（Ｈ29.8.31）4,479人
　　　　　　　　乳幼児　1,535人
　　　　　　　　小学生　1,877人
　　　　　　　　中学生　1,067人

27 予防接種事業 拡大 28

平成２８年１０月から、任意インフルエンザ予防
接種の対象を高校生相当、妊婦まで拡大し
た。２９年度も広報、新聞広告、市ホームペー
ジにより周知予定。

28 保育料の軽減 拡大 28

一定の階層を対象に、平成２７年度と比較して
１０％～３０％保育料を軽減。
平成２９年度は、引き続き実施する。

29 給食費補助事業 拡大 28

次のとおり補助者の拡大を行った。
・生活保護受給世帯、市民税非課税世帯
　→　全額補助
〔拡大〕
・市民税所得割額77,101円未満の世帯
　→　１／２補助
・市民税所得割額211,201円未満の世帯
　→　１／８補助
平成２９年度も引き続き補助している。

（３８）
子育てを地
域で支えあう
雰囲気があ
ると思う市民
の割合
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能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標２　少子化対策】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

30
住宅リフォーム支
援事業

拡大 28

能代市住宅リフォーム支援事業について、ファ
ミリー世帯の定住促進や空き家対策として、申
請年度の４月１日現在において、１８歳未満の
者を扶養し同居している世帯で、３世代以上が
同居している場合や１８歳未満の者を３人以上
扶養し同居している世帯の場合、また、市内在
住の世帯が定住を目的として空き家を取得し
リフォームする場合に、対象工事費の１０％上
限２０万円までを現行制度に各々加算して補
助を実施。

31
法人保育所等特
別保育補助事業

拡大 28

障がい児保育の保育士配置基準と補助基準
額を見直した。
【見直し前】
　障がい児１人につき保育士１人配置
　基準額72,200円／月
【見直し後】
■特別児童扶養手当１級受給児童又は相当
の場合
　障がい児１人につき保育士１人配置
　基準額：144,000円／月（障がい児１人につ
き）
■上記以外の児童
　障がい児２人につき保育士１人配置
　基準額：72,000円／月（障がい児１人につき）
平成２９年度も同様の基準で実施している。

（３９）
病児・病後
児保育事業
実施施設数
（保育所等）

32
放課後児童クラブ
（留守家庭児童
会）施設整備

拡大 28

留守家庭児童の放課後等の生活の場として、
１クラスの規模（定員）を概ね４０人以下とし、
小学校６年生までの希望者全員が利用できる
ように、平成３１年度までに計画的に施設を整
備する。
平成２８年度は、はくちょうクラブ・二ツ井児童
クラブの移設、向能代小学校留守家庭児童会
開設に係る翌年度の工事に向けて、実施設計
業務委託等を行った。
平成２９年度は、はくちょうクラブの移設、向能
代小学校留守家庭児童会・二ツ井児童クラブ
の建設工事を行う。

（４０）
放課後児童
クラブ（留守
家庭児童
会）のクラス
数

33

放課後児童クラブ
（留守家庭児童
会）利用料金の
軽減

新規 28

保護者の負担軽減のため、留守家庭児童会
（能代地域）の利用料金を減額する。また、多
子世帯の負担軽減のため、同時に２人以上入
会している場合は、２人目以降の利用料金をさ
らに減額する。
平成２８年度は、利用料金を1,000円減額して
2,000円/月とし、世帯から同時に２人以上入会
している場合は、２人目以降1,000円/月とし
た。
平成２９年度は、前年度と同様に減額する。

6



資料２資料２資料２資料２

能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標２　少子化対策】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

34
県と連携した子育
てしやすい職場
づくりの支援

新規 28

子育て支援に関する企業向けパンフレットを配
布した。

（４１）
次世代育成
支援対策推
進法に基づく
一般事業主
行動計画の
策定件数

35
小学生、中学生
向け広報発行

新規 28

広報のしろに掲載する記事の中から、市の施
策や状況等、児童生徒に伝えたい話題を分り
やすい文章・内容にして掲載することにより、
市で何が行われているか理解していただき、
郷土に愛着を持っていただく。
・平成２８年度　広報のしろへ、１回掲載。
・平成２９年度　広報のしろへ、３回掲載予定。

（４２）
地域の行事
に参加して
いる児童・生
徒の割合
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資料２資料２資料２資料２

能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標３　移住・定住対策】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

36
空き家改修支援
事業

新規 28

市外から本市への移住定住を目的に購入した
空き家の改修等に係る費用の補助を行う「移
住促進空き家改修事業」を開始。
上限１００万円×３件の予算に対し、これまで
に１件の申請があり交付が行われた。このほ
かにも問い合わせが来ている。
引き続き、移住希望者に対する事業の周知に
努める。

（４６）
市への相談
を経て移住
した世帯数

37
移住体験ツアー
事業

新規 28

移住希望者がメニューを決めるオーダーメイド
型の移住体験ツアーを実施することとしてお
り、参加者に対しては、ツアーの参加に要する
旅費等の補助を実施する。
２９年度は１０月末現在２件実施済み。
首都圏等での移住相談会や全国移住ナビで
の広報等により、移住希望者に対する事業の
周知に努める。

（４７）
移住体験参
加世帯数

38
奨学金返還金助
成事業

新規 29

若者の定住促進を図ることを目的に、奨学金
を返還する者が能代市に居住している等の受
給要件を満たした場合、年額１０８，０００円を
限度に返還額の一部を助成する。
２９年度から助成金の交付申請を受け付け、３
０年度からの支給開始を予定している。

（４９）
市内居住に
よる奨学金
の返還支援
件数

39
バスケの街づくり
推進事業

拡大 28

秋田ノーザンハピネッツがプロバスケットボー
ルのトップリーグ「Ｂリーグ」１部参入したことを
機に、相互の連携・協力をさらに強化し、バス
ケットボールを通した青少年の育成、市民との
触れ合いやバスケの街能代のＰＲの強化を図
り、地域の振興及び発展につなげるため、６月
に「連携・協力に関する協定」を締結。
新たに能代工業高校バスケットボール部への
活動協力や小中学生等を対象にしたクリニッ
ク等の実施等を予定している。

（５１）
バスケの街
を他に誇れ
ると思う市民
の割合

（５２）
能代バスケ
ミュージアム
来館者数
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資料２資料２資料２資料２

能代市まち・ひと・しごと創生総合戦略における新規・拡大事業の実施状況について

【基本目標４　新たな地域社会の形成】

No 事業名 区分
実施
（予定）

年度
実施状況（実施予定） ＫＰＩ

40
地域集会所修繕
費補助事業

拡大 28

【資材提供】
平成２８年度より原材料支給の上限額を５万
円未満から１０万円未満へ引き上げた。
【建設費・修繕費】
今後、工事費の補助率の引き上げなどを検討
する。

（５７）
自治会・町
内会数

（５８）
自治会、町
内会やボラ
ンティア活動
など市民活
動に参加す
ることを心が
けている市
民の割合

41
地域力向上人づ
くり事業

新規 29

地域活性化や地域課題解決に行動力を持っ
て取り組む人材を育成することを目的とした事
業。
29年度は、ＮＰＯ法人ミライ１０に業務委託し、
地域コミュニティ等を対象とした講座、研修会
を実施している。現在（10/5）までに、２回の講
座を実施し、計３４名の参加があった。今後、
講座受講者が実際その後の取組みにつなげ
たかの調査を検討する。
【講座実施状況】
①5/28　「のしろの防災」　講師：県自主防災ア
ドバイザー　内山直光氏　23名参加
②9/16　「人口減少問題と未来予測」　講師：
秋田大学北秋田分校長　濱田純氏　11名参加

（５９）
市民まちづく
り活動支援
事業応募件
数

42
地域防災力向上
事業

拡大 28

自主防災組織育成のため、平成２６年度に「能
代市自主防災組織の手引き」を作成し自治会・
町内会に周知したほか、補助金制度を創設。
これまで６自治会で自主防災組織が設立さ
れ、５組織が補助金を活用して活動を行ってい
る。
平成２８年度より地域における自助・共助・協
働の取り組みにより防災活動を行うリーダーで
ある「防災士」の養成講座を開催し、４７名の防
災士を養成した。平成２９年度も防災士養成講
座を開催し、防災士を養成する。

（６０）
消防団員充
足率

（６１）
自主防災組
織数
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